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赤 十 字 基 本 原 則
（1965年第20回赤十字国際会議決議）

人　　道
　　国際赤十字・赤新月運動（以下、赤十字・赤新月）は、戦場において差別なく負傷
者に救護を与えたいという願いから生まれ、あらゆる状況下において人間の苦痛を予
防し軽減することに、国際的及び国内的に努力する。その目的は生命と健康を守り、
人間の尊重を確保することにある。
　　赤十字・赤新月は、すべての国民間の相互理解、友情、協力及び堅固な平和を助長
する。

公　　平
　　赤十字・赤新月は、国籍・人種・宗教・社会的地位または政治上の意見によるいか
なる差別をもしない。赤十字・赤新月は、ただ苦痛の度合いにしたがって個人を救う
ことに努め、その場合、もっとも急を要する困苦をまっさきに取り扱う。

中　　立
　　すべての人からいつも信頼を受けるために、赤十字・赤新月は、戦闘行為の時いず
れの側にも加わることを控え、いかなる場合にも、政治的、人種的、宗教的または思
想的性格の紛争には参加しない。

独　　立
　　赤十字・赤新月は独立である。各国の赤十字社、赤新月社は、その国の政府の人道
的事業の補助者であり、その国の法律に従うが、常に赤十字・赤新月の諸原則にした
がって行動できるよう、その自主性を保たなければならない。

奉　　仕
　　赤十字・赤新月は、利益を求めない奉仕的救護組織である。

単　　一
　　いかなる国にもただ一つの赤十字社あるいは赤新月社しかありえない。赤十字社、
赤新月社は、すべての人に門戸を開き、その国の全領土にわたって人道的事業を行わ
なければならない。

世 界 性
　　赤十字・赤新月は世界的機構であり、その中においてすべての赤十字社、赤新月社
は同等の権利を持ち、相互援助の義務を持つ。
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Ⅰ　運　営　方　針
　　世界では、大規模災害や紛争、飢饉などによる人道危機が続いていることに加え、
新型コロナウイルスの流行により社会的不安が増しており、国際赤十字における日本
赤十字社の貢献への期待がこれまで以上に高まっている。
　　一方、日本国内においても、南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模広域災害や
頻発・激甚化する豪雨災害等への備えに加え、新型コロナウイルス等感染症蔓延下にお
ける災害救護活動や避難生活への支援など、災害対応力の更なる強化が求められている。
　　こうした中、当支部では「災害で失われるいのちを守る」ため、これまで培ってきた
災害救護の教訓を活かした支援体制の充実を図るとともに、地域の防災力を高めるため
の訓練・講習等を実施することにより、引き続き「災害に強い地域づくり」に取り組む。
　　また、地域に根ざした赤十字活動の推進者となる新規奉仕団員の募集に努めるとと
もに、創設100周年を迎える青少年赤十字については、記念事業の実施や防災教材等
を活用した活動の充実により、赤十字活動への参加意識の高揚を図る。
　　さらに、将来にわたり赤十字の使命である「いのちと健康、尊厳を守る」を果たす
ため、地区・分区、赤十字有功会等と連携し、赤十字活動支援費の増強に努め、人口
減少社会や新型コロナウイルスによる社会生活の激変など、時代変革にも対応した活
動により、県民からの信頼に応えられる日本赤十字社を実現する。

Ⅱ　重　点　事　項
※◯新は新規、◯重は重点的に取り組む事業

　１　赤十字思想の普及・啓発
　　⑴　赤十字への理解と共感を広げる積極的な広報の実施
　　　　赤十字の使命や活動・事業を分かりやすく伝えるために、赤十字講習会等の身

近な活動を通した広報を行うとともに、広報誌の配布やホームページの活用、地
区・分区での懸垂幕の掲揚など、多様な媒体による効果的な情報発信に努める。

　　⑵　「赤十字人道の記録」を未来へ残す活動
　　　　板東俘虜収容所で繰り広げられた人道的な史実を「赤十字人道の記録」として

国内外に広く発信するとともに、その活動の一環として親子を対象とした人道学
習プログラムを開催し、人道精神の普及に努める。

　２　災害救護体制の充実・強化
　　⑴　◯重･長期・感染症下における避難生活の支援体制強化
　　　　災害時、特に支援が必要な「要配慮者」及び「乳児」を支援するために当支部
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が独自開発した「段ボールベッド」の地域への配備を進めるとともに、段ボール
ベッドを活用した「体験型防災・減災講習」を通じて、避難生活を健康で安心し
て過ごすための知識と技術の普及に努める。

　　⑵　地域の組織と連携した防災活動
　　　　地域の防災力向上並びに赤十字活動への理解促進を図るため、自主防災組織や

奉仕団等と連携し、各地域の防災訓練等において、赤十字講習や地域へ配備して
いる災害用移動炊飯器、災害時活動用テント等を活用した訓練等を積極的に実施
する。

　３　赤十字各種救急法等の普及活動
　　⑴　⃝新･ICTを活用した新たな救急法講習の導入
　　　　感染症拡大や重複する講習ニーズに柔軟に対応するために「オンライン講習」･

を新たに導入し、人体の胸部に見立てたペットボトル等を活用した心肺蘇生訓練
を通して、多くの人々に効果的に一次救命処置の知識と技術の普及を図る。

　　⑵　幼児安全法講習を通した子育て支援
　　　　子どもの健やかな成長と安全・安心な子育てを支援するため、加盟が進む青少

年赤十字加盟幼稚園を中心に、赤十字が独自に取り組んでいる幼児安全法講習を
積極的に開催し、乳幼児の保護者や祖父母、保育士等に、とっさの手当等の普及
を図る。

　　⑶　◯重･地域における健康生活支援講習の推進
　　　　高齢者が住み慣れた地域で、健やかな高齢期が過ごせるよう、赤十字の人的資

源を活用しながら、家庭での自立に向けた介護の方法や地域での支援活動につい
ての知識・技術の普及を図る。

　４　赤十字奉仕団活動
　　⑴　◯重･地域に根ざした奉仕団活動の推進と新規団員の募集強化
　　　　地域での見守り活動など、地域の実情に応じた奉仕団活動を推進するとともに、

広報活動等の充実により、「活動の見える化」と団員募集活動の強化を図り、団
員の増強に努める。

　　⑵　赤十字奉仕団活動の充実・強化
　　　　モデル奉仕団の活動事例を参考に、チャリティーバザーの実施等、地域赤十字

奉仕団独自の活動を推進するとともに、特殊赤十字奉仕団相互の連携強化と、次
代を担う青年赤十字奉仕団の組織強化及び活性化を図る。
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　５　青少年赤十字
　　⑴　⃝新･「青少年赤十字創設100周年記念事業」の実施
　　　　青少年赤十字が誕生して100年を迎えるにあたり、青少年赤十字加盟校を対象に、

「思いやり」や「優しさ」をテーマとしたイラストコンクールを開催し、児童・
生徒の「人道のこころ」の醸成と、赤十字思想の普及並びに赤十字活動への参画
意識の高揚を図る。

　　⑵　「こども赤十字」の普及
　　　　将来に向け、幼児期からの赤十字精神の普及を図るため、幼稚園を対象に青少

年赤十字への加盟を促進する。
　　⑶　赤十字各種プログラムを活用した青少年赤十字活動の充実
　　　　学校現場で活用できる赤十字講習や防災、国際理解等に関する各種プログラム

を紹介し、学校や幼稚園の実情に応じて活用いただくとともに、赤十字奉仕団と
も連携し、活動の充実を図る。

　６　国 際 活 動
　　⑴　海外支援活動の充実
　　　　世界192の国と地域からなる「赤十字社の国際的なネットワーク」を活かして、

紛争や自然災害、疾病等で苦しむ世界の人々の支援に取り組む。
　　⑵　青少年の国際人道活動への理解促進と人材の育成
　　　　世界の人道危機や赤十字の国際活動等を通して、未来を担う青少年の世界の諸

問題への理解促進と、国際活動に興味・関心を持つ児童・生徒の育成を図る。

　７　日本赤十字社活動支援費の増強
　　⑴　企業等と連携した職域での赤十字活動支援費の募集推進
　　　　幅広い善意を赤十字活動に繋げるために、企業・団体等との連携を強化し、

「チャリティーボックス」を設置するなど、日常生活の身近なところで協力しや
すい環境の整備を推進する。

　　⑵　時代に応じた寄付制度の普及・啓発
　　　　ライフプランの変化に対応した多様な赤十字支援（遺産の寄付・御香典からの

寄付等）について、専門機関との連携により受入体制の強化を図るとともに、制
度や手続き方法等の普及・啓発を図る。

　　⑶　赤十字会員・特別社員募集の推進
　　　　赤十字奉仕団や町内会等の協力を得て、「地域に根ざした募集」を推進すると

ともに、継続して力強く支援いただける「赤十字特別社員」の募集に努める。
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Ⅲ　事業計画概要
　１　赤十字思想の普及・啓発
　　　地域や年代を越え、幅広く赤十字活動への理解を深めていただき、多くの方の善

意を赤十字活動に繋げるため、地区・分区や赤十字奉仕団等の関係者の協力を得て、
5月の赤十字運動月間を中心に、年間を通した広報活動に努める。

　　　特に、地域での赤十字講習会など、日常生活で目に触れる活動を積極的に展開し、
「赤十字活動の見える化」を推進する。

　　　さらに、若年層をはじめとする幅広い年代の赤十字活動への参画を促すため、イ
ンターネットやＳＮＳ等を活用した情報発信を強化する。

　　⑴　赤十字への理解と共感を広げる積極的な広報の実施
　　　　災害救護をはじめとする赤十字活動の現状と、その活動が多くの方の善意によ

る赤十字活動支援費で支えられていることを啓発するため、赤十字のぼりや看板、
広報誌等、多様な媒体を活用した広報を展開する。

　　　　特に、赤十字講習会や奉仕団活動など、平時の身近な活動を積極的に展開し、
活動を通した広報活動に取り組む。

　　　　また、地区・分区等の協力を得て、地元の広報誌等への活動記事の掲載や、懸
垂幕の掲揚を引き続き推進する。

　　　　さらに、将来を担う若年層をはじめとする幅広い年代への赤十字活動への参画を
強化するために、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の活用を進める。

　　⑵　「赤十字人道の記録」を未来へ残す活動
　　　　板東俘虜収容所における世界に誇る人道的な史実を多くの人々に伝えるために、

鳴門市や鳴門市ドイツ館、赤十字奉仕団等と連携を図りながら、収容所跡地に設
置した「赤十字ゆかりの地モニュメント」や赤十字人道紙芝居「ばんどうのコス
モス」を県内外に広く発信する。

　　　　また、人道的な史実を後世に語り継ぐことを目的として、親子を対象とした人
道学習プログラムを開催する。

　　⑶　「赤十字の集い」の開催
　　　　多年にわたり赤十字活動に功労のあった方々への顕彰を行うとともに、更なる

社業の進展を図るために、赤十字奉仕団等の関係者が一堂に会して、最近の活動
報告等を通じて、改めて赤十字の使命と理解を深めることにより、地域に根ざし
た赤十字活動の普及を図る。
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　２　災害救護体制の充実・強化
　　　地球温暖化に伴う気候変動により、想定を超える気象災害が各地で頻発する中、

近年、増加傾向にある豪雨災害への対応はもとより、南海トラフ巨大地震をはじめ
とする大規模広域災害への救援・救護体制の確立が急務となっている。

　　　感染症蔓延下においても、超急性期から慢性期までを見据えた救護活動が迅速・
的確に実施できるよう、各種救護訓練や研修等を通して、救護技術の更なる向上に
取り組む。

　　　また、地域における要配慮者支援体制の強化を図るため、当支部オリジナル段ボー
ルベッドの地域への配備を進めるとともに、当支部が地域へ配備している災害時活
動用資材を活用した訓練や赤十字講習を自主防災組織や奉仕団等と連携して実施す
ることで、地域コミュニティにおける「自助」「共助」の力を高める取り組みを支
援する。

　　⑴　災 害 救 護
　　　①　救護班の編成
　　　　　災害救護活動は、日本赤十字社の最も重要な活動の一つであり、赤十字の使

命や災害救助法等における指定公共機関としての責務に鑑み、常時出動可能な
医療救護班 7個班を編成し、緊急出動に備える。

職種
施設名

医　師
（班長）

臨床研
修医師

看　護
師　長看護師薬剤師

福　祉
専門職

主　事
（自動車操作
員を兼ねる）

計

徳 島 赤 十 字 病 院
（ 5個班） 5名 12名 5名 20名 5名 − 5名 52名

徳 島 赤 十 字 ひ の み ね
総 合 療 育 セ ン タ ー

（ 1個班）
1名 − 1名 4名 1名 − 1名 8名

徳島県赤十字血液センター
（ 1個班） 1名 − 1名 4名 − − 2名 8名

徳 島 赤 十 字 乳 児 院 − − − 1名 − 1名 − 2名

　　　　計･ （ 7 個班） 7名 12名 7名 29名 6名 1名 8名 70名

　　　（注）１個班の編成基準
　　　　　　医　師　 1名　　　看護師長　 1名　　　看護師　 4名
　　　　　　薬剤師　 1名　　　主事（自動車操作員を兼ねる） 1名　　計 8名
　　　　　　　※徳島赤十字病院は 1個班あたり 2名～ 3名の臨床研修医師を加えて編成
　　　　　　　※徳島赤十字乳児院の救護員は、乳幼児支援ニーズに対応するため、被災地の状況に
　　　　　　　　応じてそれぞれの救護班に加わる。
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　　　②　日赤徳島ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）
　　　　　災害急性期に活動するための専門的な訓練を受けたＤＭＡＴ隊員の養成を行

い、常時 3チームが即時に出動できる体制を整備する。

　　　③　こころのケア指導者
　　　　　日本赤十字社では、災害時における心理的苦痛の予防と軽減を図るこころの

ケア活動を、救護活動の重要な柱の一つとして位置づけている。
　　　　　災害時にはこころのケア実行計画の策定を行い、主導的に活動を行うととも

に、平時には救護員や防災ボランティアへの指導を行うこころのケア指導者を
引き続き養成する。

　　　④　災害救護訓練への参加
　　　　　医療救護班等の技能向上を図るとともに、防災関係機関との連携を強化する

ため、各種訓練に積極的に参加する。
　　　　ア　主な参加予定訓練
　　　　　　日本赤十字社中国・四国各県支部合同災害救護訓練
　　　　　　徳島県総合防災訓練
　　　　　　徳島県防災図上訓練
　　　　　　徳島県国民保護共同訓練
　　　　　　徳島空港航空機事故総合訓練
　　　⑤　救護班要員等に対する研修
　　　　　救護活動に必要な知識と技術を習得するため、救護班要員を対象とした各種

研修会を実施するとともに、日本赤十字社本社等が実施する研修会に積極的に
参加する。また、ＤＭＡＴ隊員を対象とした技能維持研修や訓練等にも参加し、
急性期の災害対応力強化に努める。

職･種施設名 医　　　師 看　護　師 業務調整員
徳 島 赤 十 字 病 院

（ 3チーム） 4名 11 名 12 名

　　　（注）１チームの編成基準（基本）
　　　　　　医師　 1名　　　看護師　 2名　　　業務調整員 1名　　　計 4名

職･種施設名 看　護　師 臨床心理士 計

徳 島 赤 十 字 病 院 8名 − 8名

徳 島 赤 十 字 ひ の み ね
総 合 療 育 セ ン タ ー 4名 1名 5名
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　　　　ア　主な参加予定研修
　　　　　　日本赤十字社徳島県支部救護班要員研修
　　　　　　救護班要員対象こころのケア研修会
　　　　　　救護班主事対象研修会
　　　　　　こころのケア指導者養成研修会
　　　　　　全国赤十字救護班研修会
　　　　　　日赤災害医療コーディネート研修会
　　　　　　原子力災害対応基礎研修会
　　　　　　日本赤十字社第 5ブロック災害対策本部要員研修会
　　　　　　中国・四国ブロックＤＭＡＴ技能維持研修会
　　　⑥　◯重･長期・感染症下における避難生活の支援体制強化
　　　　　災害時、特に支援が必要な高齢者等の「要配慮者」や「乳児」のため、要所・

細部に工夫を凝らした当支部オリジナル「段ボールベッド」の地域への配備を
進め、地域における要配慮者支援体制の強化を図る。

　　　　　さらに、段ボールベッドを活用した「体験型防災・減災講習」を通じて、災
害時の健康二次被害を予防するとともに、避難生活を健康で安心して過ごすた
めの知識と技術の普及に努める。

　　　⑦　地域の組織と連携した防災活動
　　　　　地域防災力の向上並びに赤十字活動への理解促進を図るため、地域の自主防

災組織や地域赤十字奉仕団等と連携し、各地域の防災訓練や研修等において救
急法等の赤十字各種講習や、当支部が各地域へ配備している災害用移動炊飯器、
災害時活動用テント等を活用した訓練等を積極的に実施する。

　　⑵　臨 時 救 護
　　　　多数の人々が集う公共的なイベント等に、保健師、助産師、看護師、准看護師

で組織する赤十字看護奉仕団員を積極的に派遣し、参加者の安心・安全を確保す
るための臨時救護を行う。

　　⑶　赤十字小規模災害見舞金等の交付
　　　　県内で発生した自然災害や火災等により死亡、行方不明、住居が全焼（壊）、

半焼（壊）、流失・床上浸水の被害を受けた方に対して、次の基準により見舞金
品をおくる。
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　　　①　交 付 基 準

　３　赤十字救急法等の普及活動
　　　感染症に配慮が必要な今日においても、「いのちと健康」を守る赤十字の基本理

念である「人道」を、具体的な知識や技術として普及し、県民が健康で安全な日常
生活を送るとともに、いざ不測の事態が起こった際には、迅速に手当を実践するこ
とで、尊い「いのち」が救われるよう、感染防止対策を徹底したうえで工夫を凝ら
した赤十字講習を県内各地で積極的に開催する。

　　⑴　救　急　法
　　　①　⃝新･ICTを活用した新たな救急法講習の導入
　　　　　感染症の拡大や、学域における夏休み前などの重複する講習ニーズ等に柔軟

に対応するために「オンライン講習」を新たに導入し、人体の胸部に見立てた
ペットボトル等を活用した心肺蘇生訓練を通して、多くの人々に効果的に一次
救命処置の知識と技術の普及を図る。

　　　　　また、救急法の普及並びに指導体制の強化を図るため、救急法指導員を新た
に養成する。

　　　②　講 習 計 画

区分
被害別

見舞金
（弔慰金） 毛　　布 緊急セット

（家族数）
死　　亡
行方不明 30,000円

全　　焼
全　　壊
流　　失

20,000円

１人に１枚

１世帯に１個
（ 3人まで）
１世帯に 2個
（ 4人以上）

半焼・半壊 10,000円
1 世帯に 1個

床上浸水

　（注）小規模災害に対する赤十字見舞金品交付要領に基づく。（災害救助法が適用さ
れる場合及び自己放火の火災については除く。）

講　　習　　名 回数 対　　　象　　　者

指導員養成講習 （30時間） 1 救急員（一般・職域・ボランティア）

救急法基礎講習 （ 4時間） 10 一般・地域・職域・ボランティア・青少年赤十字

救急員養成講習 （12時間） 9 赤十字救急法基礎講習修了者

短 期 講 習（ 1 ～ 3時間） 150 一般・地域・職域・ボランティア・青少年赤十字
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　　⑵　水上安全法
　　　　水と親しみ、水の事故から尊いいのちを守るために、泳ぎの基本と自己保全、

事故防止、プールや海などでの監視技術、溺れた人の救助方法、応急手当に必要
な知識と技術を広く県民に普及する。

　　　①　講習計画

　
　　⑶　健康生活支援講習
　　　　感染症流行下においても、高齢者が住み慣れた環境で、健やかな高齢期を過ご

せるよう、赤十字健康生活支援講習等を通じて、感染症に配慮しながら誰もが迎
える高齢期を健やかに過ごすための必要な知識をはじめ、地域での高齢者支援の
方法や高齢者の自立に向けた介護の方法など、高齢者のサポートに役立つ知識と
技術を普及する。

　　　①　◯重･地域における健康生活支援講習の推進
　　　　　高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、赤

十字の人的資源を活用しながら、家庭での自立に向けた介護の方法や地域での
高齢者支援に役立つ知識・技術の普及を図る。

　　　②　講習計画

　
　　⑷　幼児安全法
　　　　未来を担う子どもたちの「いのちと健康」を守り、健やかな成長を支援するた

めに、赤十字が独自に取り組んでいる幼児安全法講習を、青少年赤十字加盟幼稚
園等を中心に積極的に開催し、乳幼児を持つ保護者や祖父母、保育士等に、子ど
もに起こりやすい事故や病気の予防、救命手当等の普及を図る。

　　　①　講習計画

講　　習　　名 回数 対　　　象　　　者

救助員養成講習 （12時間） 1 一般・職域・ボランティア

短 期 講 習（ 1 ～ 3時間） 10 一般・地域・職域・ボランティア・青少年赤十字

講　　習　　名 回数 対　　　象　　　者

支援員養成講習 （12時間） 2 一般・職域・ボランティア

短 期 講 習（ 1 ～ 3時間） 30 一般・職域・ボランティア

講　　習　　名 回数 対　　　象　　　者

支援員養成講習 （12時間） 2 一般・職域・ボランティア

短 期 講 習（ 1 ～ 3時間） 30 一般・職域・ボランティア

− 9−



　４　赤十字奉仕団活動
　　　赤十字活動の原動力である赤十字奉仕団は、人々や地域社会に貢献することを目

的として、社会を住みよくするための様々な奉仕活動を通じて、赤十字の目指す「人
道」を実現するための活動を展開している。

　　　感染症流行下においても、地域や社会のニーズに対応した奉仕団活動を推進し、
活動の見える化を図るとともに、若い世代への活動参画を促進し、奉仕団組織の充
実・強化に取り組む。

　　⑴　地域赤十字奉仕団
　　　　県内各地で地域に根ざした奉仕活動を行い、心豊かな地域づくりや地域福祉に貢

献するとともに、南海トラフ巨大地震等の大災害に備えた地域防災活動を展開する。
　　　　特に、高齢者が住み慣れた環境で、健やかな高齢期を過ごせるよう、地域での

見守りなど、地域に根ざした奉仕団活動を通じて、地域包括ケアに貢献する。
　　　　また、地域での自主防災組織と連携した防災訓練や赤十字講習、地域へ配備し

ている災害用移動炊飯器、災害時活動用テント等を活用した防災活動等を通して、
地域の防災力の向上と赤十字活動への理解促進を図る。

　　　①　主な奉仕活動
　　　　ア　会員の増強に関する活動
　　　　イ　災害救護に関する活動
　　　　ウ　青少年赤十字の普及、育成に関する活動
　　　　エ　献血推進及び血液センター業務の支援に関する活動
　　　　オ　赤十字各種講習の普及に関する活動
　　　　カ　赤十字病院や社会福祉施設における奉仕活動
　　　　キ　高齢者や障がい者の支援活動
　　　②　会　　　議

　
　　　③　研　修　会

会　　議　　名 開催時期 会期 場　　所
赤 十 字 奉 仕 団 中 央 委 員 会 令和 4年 5月 2日 東　京　都
赤十字奉仕団徳島県支部委員会 令和 5年 2月 １日 徳　島　市
赤十字奉仕団市町村委員長会議 令和 5年 2月 １日 徳　島　市

研　修　会　名 開催時期 会期 場　　所
赤十字ボランティア・リーダーシップ研修会 時 期 未 定 2日 徳　島　市
中四国ブロック赤十字奉仕団研修会 令和 4年11月 2 日 香　川　県
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　　　④　赤十字奉仕団育成促進費の交付
　　　　　地域赤十字奉仕団育成のために促進費を交付し、奉仕団活動の活性化を図る。
　　　⑤　モデル奉仕団の指定
　　　　ア　 2年目指定（継続）　徳島市地区赤十字奉仕団沖洲分団
　　　　　　　　　　　　　　　　小松島市地区赤十字奉仕団櫛渕分団
　　　　　　　　　　　　　　　　阿波市地区赤十字奉仕団
　　　　　　　　　　　　　　　　美馬市地区赤十字奉仕団
　　　　　　　　　　　　　　　　南部地区那賀町赤十字奉仕団
　　　　イ　１年目指定（新規）　 5団
　　　⑥　◯重･地域に根ざした奉仕団活動の推進と新規団員の募集強化
　　　　　地域での見守り活動や独居老人訪問など、地域の実情に応じた奉仕団活動を

推進し、高齢者が住み慣れた環境で、健やかな高齢期を過ごせるよう支援を行
う。また、各種広報活動の充実により、奉仕団活動の「見える化」を図るとと
もに、奉仕団員募集チラシを活用して団員募集活動の強化を図り、団員の増強
に努める。

　　　⑦　赤十字奉仕団によるバザー等の実施
　　　　　モデル奉仕団による活動事例を参考に、チャリティーバザーやリサイクル活

動等による赤十字の人道活動支援等、地域赤十字奉仕団独自の活動を推進する。
　　　⑧　地域の組織と連携した防災活動（再掲）
　　　　　地域の防災力の向上並びに赤十字活動への理解促進を図るため、地域の自主

防災組織等と連携し、各地域の防災訓練等において、赤十字講習や、地域へ配
備している災害用移動炊飯器、災害時活動用テント等を活用した訓練等を積極
的に実施し、災害に強い地域づくりに貢献する。

　　⑵　青年赤十字奉仕団
　　　　若さを活かした活動を行う青年・学生赤十字奉仕団は、主に社会人からなる青

年赤十字奉仕団と、県内の各大学の学生からなる学生赤十字奉仕団で組織されて
いる。

　　　　赤十字を支える若い力として、献血推進や防災活動等に積極的に取り組むとと
もに、同世代の若者に赤十字活動への参加・協力を広く呼びかけ、将来の赤十字
活動を支える若年層の活動への協力と支援意識の高揚を図る。

　　　①　主な奉仕活動
　　　　ア　赤十字思想の普及
　　　　イ　災害時における救援・救護活動
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　　　　ウ　青少年赤十字の活動支援
　　　　エ　献血推進活動
　　　　オ　募金活動
　　　②　会　　　議

　
　　　③　研　修　会

　
　　⑶　特殊赤十字奉仕団
　　　　様々な専門知識や資格をもった各特殊赤十字奉仕団が、それぞれの技術や能力

を活かした特色のある活動を展開するとともに、災害発生時には有機的に連携し、
赤十字の災害救護活動が円滑に遂行できるよう、研修や活動を通じて団員の資質
及び意識の向上を図る。

　　　①　主な活動内容
　　　　ア　赤十字救急法奉仕団・赤十字水上安全法奉仕団
　　　　　　救急法指導員・水上安全法指導員の有資格者で組織されており、地域や学

域、職域等において、救急法や水上安全法の知識・技術の普及に努める。
　　　　イ　赤十字救護救援奉仕団
　　　　　　県内各地域において、日常における安全管理等の防災講習を通して、防災

思想の普及に努めるとともに、災害発生時には、行政や自主防災組織・各種
ボランティア団体等と連携し、迅速かつ的確な救護活動を展開する。

　　　　ウ　赤十字アマチュア無線奉仕団
　　　　　　支部事務局の無線室を拠点として、災害発生時の迅速な情報収集・伝達を

行うとともに、県内各地域における団員の増強を図り、アマチュア無線の団
員ネットワークを強化する。

　　　　エ　青少年赤十字賛助奉仕団
　　　　　　長年にわたる青少年赤十字の指導経験を活かし、赤十字人道紙芝居を活用

した赤十字精神の普及活動や青少年赤十字未加盟校への加盟促進等、青少年

会　　議　　名 開催時期 会期 場　　所
徳 島 県 青 年 赤 十 字 奉 仕 団 総 会 令和 4年 4月 １日 徳　島　市
第 5ブロック青年赤十字奉仕団連絡協議会 令和 4年 6月 2日 香　川　県
徳 島 県 学 生 赤 十 字 奉 仕 団 総 会 令和 5年 3月 １日 徳　島　市

研　修　会　名 開催時期 会期 場　　所
徳島県青年・学生赤十字奉仕団研修会 令和 4年 5月 １日 徳島市
第 5ブロック青年赤十字奉仕団研修会 令和 4年 8月 3日 岡山県
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赤十字活動のサポートを行う。
　　　　オ　赤十字看護奉仕団
　　　　　　保健師・助産師・看護師・准看護師の有資格者によって組織し、公共的イ

ベント等に救護要員として積極的に参加し、来場者の安全を守る。
　　　　カ　赤十字船舶奉仕団
　　　　　　船舶免許所有者で組織し、道路が寸断された災害時に海上・河川からの救

援・救護活動を行う。
　　　　キ　赤十字バイク奉仕団
　　　　　　道路交通網に被害が及び、四輪車での救護活動が困難な災害時に、小回り

が利き機動力のあるバイクを活用した救援・救護活動を行う。
　　　②　会　　　議

　
　　　③　研　修　会

　

　５　青少年赤十字
　　　青少年赤十字は、児童・生徒が赤十字の精神に基づき、日常生活の中での実践活

動を通じて、いのちと健康を大切にし、地域社会や世界のために奉仕し、世界の人々
との友好親善の精神を育成することを目的としている。

　　　青少年赤十字は、1922年に創設され、令和 4年度に100周年を迎えることから、
記念事業を実施し、青少年赤十字活動の理解促進と更なる活動の活性化を図る。

　　　また、幼稚園への青少年赤十字加盟を推進する「こども赤十字」の普及に引き続
き取り組むとともに、「リーダーシップ・トレーニング・センター」等を通して、
未来を担う青少年赤十字リーダーを養成する。

会　　議　　名 開催時期 会期 場　　所
各 赤 十 字 特 殊 奉 仕 団 総 会 時 期 未 定 1日 徳　島　市
徳島県青少年赤十字賛助奉仕団総会 令和 4年 5月 1日 徳　島　市
全国青少年赤十字賛助奉仕団協議会総会 令和 4年 7月 2日 東　京　都
第5ブロック青少年赤十字賛助奉仕団協議会・研修会 令和 4年10月 2 日 広　島　県

研　修　会　名 開催時期 会期 場　　所
各 赤 十 字 特 殊 奉 仕 団 研 修 会 時 期 未 定 1日 徳　島　市
赤十字防災ボランティア・リーダー養成研修会 時 期 未 定 3日 東　京　都
防災教育事業指導者養成研修会 令和 4年10月 2 日 東　京　都
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　　⑴　⃝新 「青少年赤十字創設100周年記念事業」の実施
　　　　青少年赤十字が誕生して100年を迎えるにあたり、青少年赤十字加盟校を対象に、

「思いやり」や「優しさ」をテーマとしたイラストコンクールを開催し、児童・
生徒の「人道のこころ」の醸成を図る。また、各種プログラム等への参加を通し
て、児童・生徒への赤十字思想の普及と赤十字活動への参画意識の高揚を図る。

　　⑵　「こども赤十字」の普及
　　　　人格形成に大切な幼少期から赤十字の人道精神にふれることで、いのちと健康

を大切にする気持ちを育み、世界の平和と人類の福祉に貢献できる人材の育成を
図るため、幼稚園を対象に青少年赤十字への加盟を促進し、「こども赤十字」の
普及に努める。

　　⑶　赤十字の各種プログラムを活用した青少年赤十字活動の充実
　　　　赤十字講習や青少年赤十字の防災教育プログラムをはじめ、国際理解や「思い

やり」の心を育むための様々なプログラムを青少年赤十字加盟校へ提供すること
により、学校現場での活用を通して青少年赤十字活動をサポートし、活動の充実
を図る。

　　⑷　会議・研修会

　　⑸　指導者の養成

　
　　⑹　メンバーのリーダー養成

会議・研修会名 開催時期 会期 場　　所
青少年赤十字県指導者協議会総会等会議 随 時 開 催 未定 徳　島　市
青少年赤十字高校生協議会総会・学習会 随 時 開 催 未定 徳　島　県
青少年赤十字全国指導者協議会総会・研修会 令和 4年 6月 １日 東　京　都
第5ブロック青少年赤十字指導者協議会長
並 びに青少年赤十字担当者会議 令和 4年10月 2 日 島　根　県

行　　事　　名 開催時期 会期 場　　所
青 少 年 赤 十 字 指 導 者 研 修 会 令和 4年 6月 １日 徳　島　市

行　　事　　名 開催時期 会期 場　　所
徳島県青少年赤十字リーダーシップ・トレーニング・センター 令和 4年 7 ･ 8 月 6 日 徳島市・板野郡
青少年赤十字創設100周年記念国際交流事業 令和 4年10月 3 日 東　京　都
青少年赤十字スタディー・センター 令和 5年 3月 5日 山　梨　県
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　６　国 際 活 動
　　　依然として続く紛争や貧困、度重なる災害、感染症や病気などで苦しんでいる世

界の人々を救うために、192の国と地域に広がる赤十字の国際的なネットワークを
活かし、国境や民族、宗教を越えた人道的活動を推進する。

　　　また、国際活動を通した青少年赤十字への人道・平和学習等を通じて、国際人道
法の普及に取り組むとともに、国際活動に興味・関心を持つ児童・生徒の育成を図
る。

　　⑴　海外支援活動の充実
　　　①　海外たすけあい（第40回）寄付金募集（ＮＨＫとの共催事業）
　　　　　世界各地の紛争や災害、飢餓、病気などで苦しんでいる人々を支援するため

に、日本放送協会（ＮＨＫ）と共催で寄付金の募集を行う。
　　　②　支部参加国際活動（アジア大洋州「給水・衛生災害対応キット」支援事業）
　　　　　災害発生時に迅速に給水・衛生活動が展開できるよう、頻繁に災害に見舞わ

れる国や地域に ｢給水・衛生災害対応キット｣ を配備する支援事業を、中国・
四国各県支部と共同で実施し、洪水やサイクロン災害による被害が増大し、給
水・衛生活動のニーズが高いアジア・大洋州地域を支援する。

　　⑵　青少年の国際人道活動への理解促進と人材の育成
　　　　赤十字の国際活動や世界の子どもたちが直面している貧困や災害、少年兵等の

様々な人道危機を通して、未来を担う青少年への世界の諸問題への理解促進と国
際人道法の普及を図るとともに、国際活動に興味・関心を持つ児童・生徒の育成
を図る。

　７　日本赤十字社活動支援費の増強
　　　本格的な人口減少社会の到来や過疎化の進行などにより、これまで赤十字活動を

支えてきた組織や奉仕団員の年齢構成、活動状況も年々変化しており、また社会全
体では、新型コロナウイルス感染症の影響などで経済状況が厳しく、赤十字を取り
巻く環境は、依然として厳しい状況が続いている。

　　　このような中、将来においても、赤十字の使命「いのちと健康、尊厳を守る」を
果たすため、今後も、赤十字活動を安定的にかつ継続的に行えるよう、地区・分区、
赤十字奉仕団、赤十字有功会、赤十字協賛委員等関係者の全面的な協力を得て、赤
十字の根幹である赤十字活動支援費の増強に努める。

　　　特に、感染症等の流行下で社会活動が制限される状況においても、赤十字活動支
援費の募集を行い、継続的な活動に繋げるため、これまでの「地域に根差した募集
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の枠組み」を第一としつつ、企業の地域貢献活動と連携した「赤十字活動支援自動
販売機」や「チャリティボックス」の設置推進など「職域への募集」を強化する。

　　　また、赤十字への新たな寄付の形として、近年増加傾向にある遺贈や相続財産寄
付については、関係機関との連携により制度の普及啓発を進めるなど、多様なライ
フスタイルに合わせた活動支援費の増強に取り組む。

　　⑴　社資目標額

　　⑵　地区別社費目標額

項　　　　目 令和 4年度目標額 令和 3年度目標額 増　　　　減

一 般 社 資 139,000 千円 139,000 千円 0 千円

内
　
　
訳

社 　 　 　 費 129,000 129,000 0

寄 　 付 　 金 10,000 10,000 0

指 定 寄 付 金 0 0 0

法 人 社 資 18,000 18,000 0

内
　
訳

指 定 寄 付 金 2,000 2,000 0

そ の 他 社 費 16,000 16,000 0

合 計 157,000 157,000 0

区分地区別 令和 4年度目標額 令和 3年度目標額 増　　　　減

徳 島 市 地 区 45,201 千円 44,957 千円 244 千円

鳴 門 市 地 区 9,395 9,519 △･124

小 松 島 市 地 区 6,225 6,203 22

阿 南 市 地 区 11,804 11,779 25

吉 野 川 市 地 区 6,574 6,581 △　7

阿 波 市 地 区 5,783 5,823 △･40

美 馬 市 地 区 4,708 4,757 △･49

三 好 市 地 区 4,052 4,118 △･66

東 部 地 区 23,184 23,086 98

南 部 地 区 4,479 4,533 △･54

西 部 地 区 3,595 3,644 △･49

計 125,000 125,000 0

※　地区別目標額は、県統計戦略課の推計人口及び世帯数（令和 3年 9月 1日）を人口・世帯で按分。
　　（生活保護者（世帯）を除く。）
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　　⑶　企業等と連携した職域での赤十字活動支援費の募集推進
　　　　企業等の社会貢献活動と連携して、販売手数料の一部が赤十字活動支援費とし

て寄付される「赤十字活動支援自動販売機」や、人が立ち寄る場所への「赤十字
チャリティボックス（募金箱）」の設置等、日常生活で身近に赤十字を支援・協
力しやすい募集活動を推進する。

　　　　また、社会環境の変化に伴うライフスタイルの多様化が進む中、日常生活で地
域の赤十字活動に参画する機会が少ない方についても、共助精神を赤十字活動に
繋げられるよう、職域での赤十字活動支援費の募集を強化する。

　　⑷　時代に応じた寄付制度の普及・啓発
　　　　超少子高齢社会を迎え、人口構造や家族形態が大きく変化する中で、個々のラ

イフプランに応じた多様な赤十字支援が行えるよう、遺贈や相続財産の寄付、ウェ
ブサイトを通じた寄付等の制度や手続き方法等の普及・啓発に努めるとともに、
専門機関との連携により受入体制の強化を図る。

　　⑸　赤十字会員・特別社員募集の推進
　　　　引き続き、赤十字奉仕団や町内会、地区・分区等の協力を得ながら、地域に根

ざした赤十字活動支援費の募集を推進し、新規赤十字会員・特別社員の募集に取
り組む。

　　⑹　地区分区交付金
　　　　社資募集に要する事務的経費として「地区分区事務費交付金」を、また分区で

の赤十字事業奨励のために「分区事業費交付金」を次のとおり交付する。

区　　　　分 交　　　付　　　率

地区分区事務費
交 付 金

地　区 社資募集実績額の 3％

分　区

地区分区等における社資募集実績額、日本赤十字社本社
扱いの口座自動引落しによる本社口座への振込額、日本
赤十字社徳島県支部扱いの個人特別社員（リーフレット、
インターネット、及び個人ダイレクトメール）による支
部口座への振込総額の 7％

分 区 事 業 費
交 付 金

地区分区等における社資募集実績額、日本赤十字社本社扱いの口
座自動引落しによる本社口座への振込額、日本赤十字社徳島県支
部扱いの個人特別社員（リーフレット、インターネット、及び個
人ダイレクトメール）による支部口座への振込総額の 2 ％、さら
に社資目標額を超過した場合は超過額の50％を加える。
ただし、合計で社資募集実績額の10％以内とする。
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Ⅳ　予　算　概　要
１　一般会計歳入歳出予算総括表
　⑴　歳　　　入

科　　　　　目 令和 4年度
予　算　額

令和 3年度
予　算　額 増　　減 伸 び 率

⑴ 社 資 収 入 157,000･ 157,000･ 0 −
％

⑵ 補助金及び交付金収入 3,397 2,136･ 1,261 59.0

⑶ 雑 収 入 1,137･ 1,197･ △･60 △･5.0

⑷ 前 年 度 繰 越 金 46,810･ 42,430･ 4,380 10.3

歳 入 合 計 208,344 202,763･ 5,581 2.8
（小数第 2位四捨五入）

　⑵　歳　　　出

千円 千円 千円

科　　　　　目 令和 4年度
予　算　額

令和 3年度
予　算　額 増　　減 伸 び 率

⑴ 災 害 救 護 事 業 費 23,156･ 18,286･ 4,870 26.6
％

⑵ 社 会 活 動 費 34,674 36,479･ △･1,805 △･4.9

⑶ 国 際 活 動 費 1,013･ 1,095･ △･82 △･7.5

⑷ 地区分区交付金支出 15,800･ 15,800･ 0 −

⑸ 社 業 振 興 費 35,776･ 35,143･ 633 1.8

⑹ 基盤整備交付金・補助金支出 1,050･ 1,050･ 0 −

⑺ 積 立 金 支 出 30,192･ 29,492･ 700 2.4

⑻ 総 務 管 理 費 34,869･ 34,965･ △･96 △･0.3

⑼ 資産取得及び資産管理費 6,564･ 5,703･ 861 15.1

⑽ 本 社 送 納 金 支 出 23,250･ 23,250･ 0 −

⑾ 予 備 費 2,000･ 1,500･ 500 33.3

歳 出 合 計 208,344 202,763･ 5,581 2.8
（小数第 2位四捨五入）

千円 千円 千円
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２　社会福祉施設特別会計歳入歳出予算総括表
　⑴　収入支出の合計

科　　　　　目 令和 4年度
予　算　額

令和 3年度
予　算　額 増　　減 伸 び 率

収 入 合 計 0 0 0 −
％

支 出 合 計 0 0 0 −

　収入支出差引額･ 0千円　

千円 千円 千円

科　　　　　目 令和 4年度
予　算　額

令和 3年度
予　算　額 増　　減 伸 び 率

事業活動資金収支差額 0 0 0 −
％

施設整備等資金収支差額 0 0 0 −

その他の活動資金収支差額 0 0 0 −

予 備 費 支 出 0 0 0 −

当期資金収支差額合計 0 0 0 −

前 期 末 支 払 資 金 残 高 0 0 0 −

当 期 末 支 払 資 金 残 高 0 0 0 −

　⑵　当期末支払資金残高

千円 千円 千円

− 19 −



− 20 −



参　　　　　　考





　日 本 赤 十 字 社 法 抜 粋　
　

日本赤十字社法
　
　　　第１章　総　　　則
（目　　的）
第１条　日本赤十字社は、赤十字に関する諸条約及び赤十字国際会議において決議され

た諸原則の精神にのっとり、赤十字の理想とする人道的任務を達成することを目的と

する。

（法人格及び組織）
第 4条　日本赤十字社は、法人とする。

2　日本赤十字社は、社員をもって組織する。

（標　　章）
第 5条　日本赤十字社は、その標章として、白地赤十字を使用する。

（定　　款）
第 7条　日本赤十字社は、定款をもって、左に掲げる事項を規定しなければならない。

　⑴　目　　的

　⑵　名　　称

　⑶　事務所の所在地

　⑷　社員に関する事項

　⑸　役員、理事会、代議員及び代議員会に関する事項

　⑹　業務及びその執行に関する事項

　⑺　資産及び会計に関する事項

　⑻　公告の方法

2　定款は、厚生労働大臣の認可を受けて変更することができる。

　
　　　第２章　社　　　員
（社員の平等取扱）
第11条　何人も、社員となるにつき、及び社員の権利義務につき、人種、国籍、信条、

性別、社会的身分又は門地によって、差別されることがない。

（社員の加入）
第12条　日本赤十字社は、社員として加入しようとする者があるときは、正当な理由が

ないのに、その加入を拒んではならない。
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（社員の脱退）
第13条　社員は、何時でも、脱退することができる。
（社　　費）
第15条　社員は、定款の定めるところにより、社費を納めるものとする。
　
　　　第４章　業　　　務
（業　　務）
第27条　日本赤十字社は、第１条の目的を達成するため、左に掲げる業務を行う。
　⑴　赤十字に関する諸条約に基く業務に従事すること。
　⑵　非常災害時又は伝染病流行時において、傷病その他の災やくを受けた者の救護を

行うこと。
　⑶　常時、健康の増進、疾病の予防、苦痛の軽減その他社会奉仕のために必要な事業

を行うこと。
　⑷　前各号に掲げる業務のほか、第１条の目的を達成するために必要な業務。
2　前項第１号及び第 2号に掲げる業務には、第33条第１項の規定により国の委託を受
けて行うものを含むものとする。

（国の救護に関する業務の委託）
第33条　国は、赤十字に関する諸条約に基く国の業務及び非常災害時における国の行う
救護に関する業務を日本赤十字社に委託することができる。
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